
 

商工かるまい 簡易版 
令和８年４月 発行 

小規模事業者の資金調達を支援します 
 個人事業主、小規模事業者の仕入費用や買掛金決裁、各諸経費などの「運転資金」、また、設備更

新や新規導入の「設備資金」の調達を、商工会の推薦により日本政策金融公庫からの公的融資制度

サポートをしております。 

また、賃上げ貸付利率特例制度として、雇用者給与等支給額の総額が最近の決算期と比較して

2.5％以上増加した方、あるいは、する見込みがある方は、貸付日から 2 年間の利率－0.5％となる特

例制度があります。 

上記の賃上げ貸付利率特例制度に該当する方には、申し込み後の決算書等を確認し、商工会から

もご提案させて頂きます。 

融 資 限 度 枠 ２，０００万円 

金 利（Ｒ8.2.2～） 
一般枠：２．４％ 

賃上げ貸付特例枠：１．４５％ 

返  済  期  間 運転資金、設備資金：１０年以内 

 

令和８年度 雇用保険料率 
 令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの雇用保険料率は以下のとおりです。 

なお、令和７年度と変更がありますので、変更箇所は赤字で記載し、下部に令和６年度の内容を記

載しています。 

【令和８年４月１日～令和９年３月３１日】 

 

①労働者負担 
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小規模事業者持続化補助金の公募 

小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更等に対応するために取り組む

販路開拓等の取組の経費の一部を補助することにより、地域の雇用や産業を支える小規模事業者等

の生産性向上と持続的発展を図ることを目的とした、持続化補助金（第 19 回）の公募が開始されま

す。持続的な経営に向けた経営計画に基づく販路開拓等の取組や、その取組と併せて行う業務効率

化（生産性向上）の取組を支援するため、それに要する経費の一部を補助する補助制度です。 

●補助上限 ： ５０万円 （通常枠） 

          １００万円（インボイス特例枠） 、 ２００万円（賃金引上げ特例枠） 

          ２５０万円（インボイス特例＋賃金引上げ特例枠） 

●補 助 率 ： ２／３ 

●公募期間 ： 申請受付開始  ２０２６年３月６日（金） 

事業支援計画書（様式４）発行の受付締切 ２０２６年４月１６日（木） 

申請受付締切 ２０２６年４月３０日（木）17：00  ※変更する場合もあります 

※ 事業支援計画書（様式４）については、受付締切以降の発行依頼は、いかなる 

理由があってもできませんので、ご注意ください。 

●申請方法 ： 申請は電子申請システムでのみ受け付けます。 

事務局体制のご案内 

定期人事異動に伴い、新年度から新たな体制となっております。 

【転出職員】 

◎ 向井 俊充 （定年退職後、葛巻町商工会・事務局長へ再任） 

◎ 佐藤 美希 （定期人事異動により、洋野町商工会・経営指導員へ異動） 

 

【転入職員】 

◎ 篠山 徹   （定期人事異動により、野田村商工会より着任。経営指導員） 

◎ 斉藤 隆二 （新規採用により令和 8 年 4 月 1 日より経営支援員として入職） 

 

デジタル化・AI 導入補助金の公募 

昨年までは IT 導入補助金という名称で公募されていた本補助金がＡＩ機能を強化することで、一層

の労働生産性の向上を目的として、業務効率化や DX 等に向けた IT ツール（ソフトウェア、サービス

等）の導入を支援する内容となっています。 

●補助対象ツール  

あらかじめ事務局に登録された IT ツール（ソフトウェア、サービス等）が対象。導入・活用相談対

応等の保守サポート費用やクラウドサービス利用料等も補助対象に含まれます。 

●補助上限 ： ５万円～４５０万円 （通常枠） ※導入プロセスごとに変動あり 

          その他、インボイス特例枠、セキュリティ強化枠があります。（補助額も各々） 

●補 助 率 ： １／２ ただし、申請枠で変動あり 

●公募期間 ： 申請受付締切 ２０２６年５月１２日（火）17：00   

●申請方法 ： 申請は電子申請システムでのみ受け付けます。 


